
 

連結財務諸表の誤り                                                         担当課：財務部財政課 

事務事業の概要 検出事項 監査の結果 

 
１ 大阪府財政運営基本条例第25条第５項により、平成23年度決算から全会計財務諸表
及び連結財務諸表（以下「連結財務諸表等」という。）を作成・公表している。これは、
地方自治体の行政サービスが関係団体の多様な主体によって実施されている実態を踏
まえ、事務事業について本府と密接な関係にある関係団体を一つの行政サービス実施
主体とみなし、大阪府全体の財務諸表と連結して大阪府グループとしての連結財務諸
表等を作成するとの考え方によるものである 

 
。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

【大阪府財政運営基本条例第25条第５項】 
５ 知事は、全会計財務諸表（会計別財務諸表及び法適用企業に係る特別会計の決
算について作成した会計別財務諸表に準ずる書類を集約して作成した書類をい
う。以下同じ。）及び連結財務諸表（全会計財務諸表及び府が業務の運営に関与し、
府の施策と密接な関連を有する業務を行っている法人として規則で定めるものの
決算に係る貸借対照表、損益計算書その他これらに類する書類を集約して作成し
た書類をいう。）を作成しなければならない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１ 平成24年４月１日、公営企業会計（法適用企業に係る

特別会計）であった地域整備事業会計が一般会計に移行
されたことにより、府の財務諸表において「その他特別
収入」684億円が発生している。 

 
２ 連結財務諸表等の作成に当たって、公営企業会計から
一般会計への収入（１件の取引が１億円以上のもの）は
内部取引として 相殺消去しなければならないところ、
誤って平成24年度期首の「純資産」を消去したため、「そ
の他特別収入」が684億円過大となった。 

 
３ この結果、平成25年10月29日に公表済みの平成24年度
全会計財務諸表（行政コスト計算書）の当期収支差額は
19億円の黒字であるが、上記の過大計上を修正すると
665億円の赤字となり、連結財務諸表（同）の当期収支
差額は221億円の黒字であるが、上記の過大計上を修正
すると463億円の赤字となる。そのため、現状は誤った
連結財務諸表等を公表している状態となっている。 

 
 公表済数値 正しい数値 

全会計財務諸表 19億円の黒字 665億円の赤字 
連結財務諸表 221億円の黒字 463億円の赤字 
 
（参考） 
平成23年度連結財務諸表等の当期収支差額 

 公表済数値 
全会計財務諸表 1,496億円の赤字 
連結財務諸表 1,404億円の赤字 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【改善を求めるもの（意見）】 
公営企業会計（法適用企業に係る特別

会計）であった地域整備事業会計が一般
会計に移行されたという例外的な取引で
はあったものの、黒字として公表された
平成24年度連結財務諸表等が、全会計財
務諸表は665億円、連結財務諸表は463億
円もの赤字であった事実は問題である。 
本件については速やかに修正・公表す

るとともに、正確な連結財務諸表等を作
成できるよう取り組まれたい。 
 



 

 

 
２ 作成ルールとして、「連結財務諸表等作成要領」及び「連結財務諸表等作成事務手引」
を整備し、これらに基づき連結財務諸表等を作成している。 

 

【連結財務諸表等作成要領】 
第７条 財務諸表作成基準の適用を受ける会計において、連結対象法人等の間で行
われている次の重要な内部取引は相殺消去する。 

(4) その他、情報開示に重要な影響を及ぼす取引 
【連結財務諸表等作成事務手引第７ 純計処理】 
連結対象法人等の財務書類を単純合計のうえ、連結対象法人間で行われている表

１に挙げる内部取引を相殺消去する。 
９ その他重要な取引 

大阪府の各会計、及び連結対象法人等間の取引で、上記１～８のいずれの項目
にも該当しない、１件の取引金額が１億円以上の取引について、該当する財務諸
表から減額 

 

措 置 の 内 容 

 
○ 平成24年度全会計財務諸表及び連結財務諸表における地域整備事業特別会計の一般会計への移行に伴う際に生じた特別収入の相殺処理漏れ684億円については、平成25年度全会計財務諸
表及び連結財務諸表において過年度修正損684億円（その他特別費用）として計上し、その旨を明記した。（平成26年10月29日公表） 



 

公有財産台帳登録状況のチェックの徹底                                                       担当課：財務部財産活用課 

事務事業の概要 検出事項 監査の結果 

 

１ 大阪府公有財産台帳等処理要領では、部局長等は公有財産の使用許可又は貸付を行

ったときは、当該年度に公有財産台帳に登録することとされている。また、登録した

使用許可又は貸付情報の状況に異動があったときは、異動登録をすることとされてい

る。 

【大阪府公有財産台帳等処理要領】 

（使用許可又は貸付状況） 

 第19条 部局長等は、使用許可又は貸付を行ったときは、システムを用いて使用許

可又は貸付情報を当該年度に登録するものとする。 

２ 登録した使用許可又は貸付情報の状況に異動があったときは、システムを用い

て異動登録を行うものとする。 

 

２ 「内部統制に関する検討作業チーム検討結果」において、制度所管課である財務部

財産活用課の取組みが示されている。 

【内部統制に関する検討作業チーム検討結果】 

Ⅲ 課題解決に向けた取り組み 

１ 制度所管課等における改善に向けた早期取り組み 

(2)公有財産の管理事務【財産活用課】 

・ 平成６年度に印刷物で発行した「公有財産事務の手引き」について、年度内を

目途に改訂作業を行っており、改訂版は庁内ＷＥＢに掲載するとともに、今後は

適宜見直しを行い、内容を充実させる。 

・ 現在は、実務担当者等を対象に、基礎的な内容について年１回、半日研修を実

施するとともに、手引き等で財産管理者が対応できないものについては相談等で

対応しているが、今後、基礎研修に加え事例研修を追加するとともに、相談のあ

った内容について情報共有が図れるよう、庁内ＷＥＢへＦＡＱの掲載を検討する。 

 

３ 財産活用課は、公有財産台帳の登録が適切になされるよう「公有財産事務の手引」

を作成するとともに、公有財産事務担当者研修会（平成26年６月30日開催）にて公有

財産台帳の入力を財産所管課担当者に周知した。 

 

 

 

 

 

 

 

１ 公有財産台帳システムへの入力状況について調べる

ため、サンプルで府民文化部が所管している土地、建物

のうち、行政財産使用許可件数は、「公有財産台帳シス

テムのデータ一覧」及び「行政財産使用許可状況調」に

より、13件であることを確認した。この両資料を照合し

たところ、３件の公有財産台帳システムへの登録漏れが

確認され、両資料間で９件の不一致が確認された。 

また、同様に、同部の普通財産の貸付件数は、「公有

財産台帳システムのデータ一覧」及び「普通財産貸付状

況調」により、６件であることを確認した。この両資料

を照合したところ、４件の公有財産台帳システムへの登

録漏れが確認され、両資料間で１件の不一致が確認され

た。 

なお、不一致の内容としては、使用開始年月日、終了

年月日、使用料の更新漏れである。 

 

２ 使用許可・貸付情報を公有財産台帳に登録する責任の

ある部局長等が、登録状況のチェックをしていない。 

 

３ 公有財産台帳システムから所属の公有財産の登録状

況を一括して出力し、チェックが可能であることが全庁

に周知されておらず、そのことが登録状況のチェックが

できていない要因と考えられる。 

 

 

【改善を求めるもの（意見）】 

制度所管課である財産活用課は、公有

財産台帳システムを活用し、各所属の登

録状況について一括出力する方法を周知

されたい。 

その上で、公有財産の使用許可、貸付

情報など公有財産に関する情報が適切に

台帳登録されているかを各所属がチェッ

クすべきであることを周知徹底された

い。 

 



 

 

措 置 の 内 容 

 

○ 平成 26 年９月 16 日から同月 18 日及び同月 24 日から同月 26 日の計６日間、公有財産台帳等管理システムの操作研修を行った。その中で、使用許可等状況一覧表を含め、システムから

出力できる帳票について研修資料に記載して説明を行い、周知を図った。 
 
○ 同研修において、平成 25 年度の監査の検出事項のうち公有財産台帳の登録に関連するものの一部を抜粋して研修資料に掲載し、公有財産台帳等管理システムへの適切な登録とともに、

各所属における入力内容のチェックについて注意喚起を行った。 
 
○ 来年度以降の研修（例年４月及び９月に操作研修を実施）においても、引き続き帳票の出力の周知及びシステムへの登録・確認を適切に行うよう注意喚起を行っていく。 

 



 

約束手形帳の管理の不備 

 

 

対象部局室課名 検出事項 監査の結果 措置の内容 

財務部 

財政課 

 

財政課執務室内に設置された金庫内に約束手形帳

が銀行借入用に保管されていたが、約束手形帳の管

理簿が作成されず、また、平成21年度以降は使用さ

れていない。 

 

・ＵＦＪ銀行大阪公務部 約束手形帳 

・住友銀行大阪公務部  約束手形帳 

・りそな銀行大阪公務部 約束手形帳 

・りそな銀行大阪公務部 銀行借入用と記載され

ているバラの手形 数枚 

【是正を求めるもの】 

必要のない約束手形帳は、早急に返却されたい。 

 

 

 

金庫内に保管されていた当該約束手形帳等につ

いては各銀行へ返却した。 



 

備品管理の不備 

 

 

対象部局室課名 検出事項 監査の結果 措置の内容 

財務部 

財政課 

 

備品シール等に不備があった。また、備品の実査に 

あたって、シールではなく備品名をもとに行っていた

ため、適切なシールが貼られていないことに気が付か

なかった。 

 

１ 備品シールが貼付されてなかった。 

 ・シュレッダー（物品番号120042820000） 

 

２ 所属替え前の古い備品シールが貼付されたまま、

新しい所属の備品シールが貼付されていなかっ

た。 

 ・金庫（物品番号120042800000） 

【是正を求めるもの】 

備品出納簿との照合を確実にするため、備品シールを貼付され

たい。 

また、備品の実査に当たっては、正確な照合を行うため、備品

シールに基づき確認することとされたい。ため、備品シールに基

づき確認することとされたい。 

 

【大阪府財務規則】 

第74条 

２ 物品管理者は、その管理する備品には、細分類、番号及び

課又は出先機関名の表示をしなければならない。 

 

  

備品の現品確認の上、備品シール

を貼付した。 



 

大阪府公有財産活用検討委員会に関するホームページ上の記載の不備 

 

対象部局室課名 検出事項 監査の結果 措置の内容 

財務部 

財産活用課 

 

大阪府のホームページ上で、大阪府公有財産活用検討委員会の結論として「用途廃止（予定）財産すべてについて、売却とする活

用方策を大阪府として決定」した旨の記載があるが、処分方針を決定する権限は同委員会には委任されておらず、正確な情報掲載と

は言えない。 

 

 

【是正を求める

もの】 

ホームページで

の公表内容につ

いて、速やかに正

確な記載に是正

されたい。 

 

 

 

大阪府公有

財産活用検討

委員会の結論

の記載につい

ては、「用途廃

止（予定）財産

すべてについ

て、売却の手続

きを進める」と

の表現に改め

た。 

【大阪府公有財産活用検討委員会設置運営要綱】 

（目的） 

第１条 大阪府が現に所有する公有財産（大阪府公有財産規則（昭和43年４月１日大阪府規則第30号）第２条第１号の公有財産をいう。以下同じ。）の総合的か

つ効率的な運用を図るため、大阪府公有財産活用検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次の事項を協議する。 

(1) 土地、建物の有効活用に関すること。 

(2) 土地、建物の活用状況の評価等に関すること。 

２ 前項第１号に基づき、委員会において、その検討の対象とする公有財産は、次の各号に該当するものとする。 

(1) すべての土地及びこれに定着する建物。 

(2) その他、委員長が特に検討の必要があると認めるもの。 

（組織等） 

第３条 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は、財務部次長の職にある者をもって充てる。 

３ 委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

（別表） 

・企画室事業調整課長 ・府民文化総務課長 ・都市整備総務課長
・財政課長 ・福祉総務課長 ・住宅まちづくり総務課長
・行政改革課長 ・健康医療総務課長 ・公共建築室計画課長
・市町村課長 ・商工労働総務課長 ・教育委員会事務局教育総務企画課長
・財産活用課長 ・環境農林水産総務課長 ・警察本部総務部施設課長

委員

 
【大阪府公有財産規則】 

（事務の委任） 

第３条 知事は、教育委員会、警察本部長、人事委員会事務局長、監査委員事務局長、労働委員会事務局長及び予算執行機関の長並びに議会事務局長である法第

172条第１項の職員に、次に掲げる事務（次項の規定により権限を委任される者の権限に属するものを除く。）を、その所掌に係るものの範囲において委任する。 

(1) 行政財産の取得及び管理に関すること。 

(2) 知事の指定する普通財産の取得、管理及び処分に関すること。 

（普通財産の取得、管理及び処分の事務分掌） 

第５条 普通財産の取得、管理及び処分に関する事務は、第三条の規定による場合及び知事がこれらの事務の全部又は一部を処理すべき部局長等を指定した場合

を除き、財務部長が行う。 


